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地域発展は、社会・経済的要因と制度的要因が

相互作用する時々刻々の変化の積み重ねである。

時間とともに変化する地域発展は様々な要素に対

して影響を及ぼすが、そこには温暖化問題に関係

して地域発展の制約要因となる炭素ストックと炭

素フラックスも含まれる。都市は炭素循環と気候

システムの変動要因となる二酸化炭素排出におけ

る重要な活動(製造、輸送など)の中心であり、エ

ネルギーや物質・製品に対する都市住民の需要か

ら発生するエコロジカルフットプリント(注)は、

そこから遠く離れた地域まで拡大する。また、地

域発展は都市の経済力

を背景として行われて

いく。つまり地域発展

と炭素排出の両面で駆

動要因となっているの

が都市である。他方で、

都市は文化の中心、そ

して消費行動の転換や

技術発展を引き起こし

うるライフスタイルの

変化の中心である。人

為起源の気候変動に対

処するための社会的チャレンジの一つは、消費行

動を改め、技術発展を利用しながら、炭素排出を

抑える方法を見つけることであり、この点におい

ても都市の役割は重要なものである。

この重要な課題に取り組むため、グローバル・

カーボン・プロジェクト(GCP)は2005年末に「都

市・地域炭素管理(Urban and Regional Carbon

Management、以下、URCM)イニシアティブ」と

いう重点プロジェクトをスタートさせた。このプ

ロジェクトは、国際プロジェクトであるGCPの中

で、つくば国際オフィスが中心となって推進する

国際研究計画である。その一環として、GCPは

「都市と地域における炭素管理：地域開発とグロー

バル問題の関係」に関する第1回国際会議を9月4～

8日にメキシコシティで開催した。メキシコシティ

の 首 都 自 治 大 学 (Metropolitan Autonomous

University)がホストとして開催された本会議への

参加者は40カ国以上から140名余りにのぼった(表

紙写真)。特に大都市が多くあるにもかかわらず、

温室効果ガス排出に関する国際的コミュニティに

参加が少なかった中南米からの参加が多く見られ

た。参加者は様々な分野の研究者にとどまらず、

政府関係者やマスコミ等からの参加も見られ、多

くの地域から様々な分野の人の参加というURCM

プロジェクトには重要

な点についての成功を

収めたと言える。これ

まで地域ごとに行われ

てきた地域スケールの

炭素循環などの研究や

炭素削減活動等のコミ

ュニティ間の連携を計

ることを念頭に置いた

この会議の目的は、①

都市・地域の正味の炭

素排出軌跡とその隠れ

た駆動要因の総合的な分析を開発、②可能な炭素

管理戦略(介入の効果)と地域・都市の発展の過程

で炭素削減(省炭素)を促進するための最適な実施

機会の検討、③URCM活動を炭素コミュニティへ

拡大すること、④各地域の炭素コミュニティの

人々にURCM活動計画への参加を呼びかけること、

である。そのため、本会議は以下の4つのテーマに

分かれて進められた。

(1)炭素フローの計測と観測

(2)多様なスケールにおける炭素フローのパター

ンと脆弱性及びモデル化

(3)発展に伴う二酸化炭素排出と影響

(4)多様なスケールの都市・地域炭素管理に向け

「都都市と地域における炭素管理(URCM)」」に関する

第第1回回GCP国国際会議報告

GCPつくば国際オフィス　事務局長　　Shobhakar Dhakal (ソバカル・ダカール)
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た試み

本会議では各セッションにおける発表を受けて、

セッション毎に現在の到達点、問題点、今後の課

題や予定の討論を行った。会議での発表の質は高

く、セッション毎の討論の成果も期待通りのもの

となった。概要と発表資料はウェブサイト

(http://www.gcp-urcm.org)から閲覧可能である。さ

らに、これまでは別々に行われてきた地域発展と

炭素循環の研究を、URCMにおいて連携を行って

いくことを確認するなど、今後URCMを発展させ

ていく上で、共同で研究できるコミュニティをつ

くりあげるのに成功したことは、大きな成果だっ

た。会議の成功は、URCM計画を実施するうえで

GCPがリーダーシップをとっていくのに役立つだ

ろう。本会議は日本の新聞社2社とメキシコのメデ

ィアでも取り上げられた。

最終セッションでは、GCPがURCMイニシアテ

ィブを発展させていくことが承認された。都市に

関連した炭素問題への取り組みは、科学コミュニ

ティと政策コミュニティの両方で注目されている

ため、我々は都市・地域レベルの炭素管理の促進

をめざし、特に科学と政策の接点で有意義な方法

での貢献をしたいと考えている。都市・地域スケ

ールですでに多くのイニシアティブがあり、これ

らを見ると、いかに政策と科学が協働する必要が

あるかということがわかる。各セッションの詳し

い内容については、木下嗣基氏の報告を参照され

たい。

今回の会議では、今後3～4年の間にURCMの科

学コミュニティが達成すべき指針が示された。概

要は以下の通りである。

－学会誌のなかで特別なテーマとして取り上げる

－会議の成果を科学論文として早急にまとめる

－URCMの既存知識のなかから政策に関連した

科学的知見を総合する

－以下の重要な研究活動を展開する

・URCMのケーススタディのための包括的な

協定および枠組み作り

・都市の炭素の排出／吸収を都市間で比較し、

将来のシナリオを作成

・炭素の排出／吸収の駆動要因、異なる炭素

軌跡を描く様々な連携を明確化

・都市において、炭素問題を優先課題と位置

づけられる機会、障害の特定

・適切なURCMのための制度とマルチレベル

のガバナンスを明確化

－URCMに関する情報の蓄積を進める

－イベントやネットワークを通してURCMの科

学コミュニティを発展、維持し、今後3年位の

間に再度国際会議を開催する

－対話を通して、科学と政策コミュニティとの

コミュニケーションを促進する

GCP主導によるURCMプロジェクトの活動は上

記の目的を達成するために重要な役割を果たし、

全体のコーディネートを担っていくと予想される。

GCPは多くの人からの支援を期待しているが、同

時に、我々の共通の目標を実現するため、GCPも

最大限に尽力していくつもりである。最後に、

URCMの今後の大いなる発展のため、GCPつくば

国際オフィスでは読者からの提言や指導をお待ち

しています。

-------------------------------------------------------------------

(注)エコロジカルフットプリント：その地域の直接

的・間接的な排出、および吸収源を含めた炭素収支へ

の影響の範囲。

＊本稿はShobhakar Dhakalさんの原稿を事務局で和訳

したものですが、原文(英語)は最後のページに掲載さ

れています。
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First International Conference on Carbon Management at Urban

aand Regional Levels: Connecting Development Decisions to

Global Issues 参参加報告

地球環境研究センター　NIESポスドクフェロー　　木下 嗣基

1. 各各セッションの概要

「都市と地域における炭素管理(URCM)」は都

市スケール、地域スケールといったいろいろなス

ケール、地域での炭素排出や炭素フローの把握や

低炭素社会に向けた取り組みについて議論を行う

国際会議である。本会議は下記の4つのセッション

に分かれて発表が行われた。

(1)炭素フローの計測と観測

(2)多様なスケールにおける炭素フローのパター

ンと脆弱性及びモデル化

(3)発展に伴う二酸化炭素排出と影響

(4)多様なスケールの都市・地域炭素管理に向け

た試み

各セッションの概要と興味深い発表について述べ

る。

テーマ１：炭素フローの計測と観測

主に、地域における二酸化炭素排出の測定方法

や、測定結果の発表であった。地球環境研究セン

ターでも苫小牧や富士吉田でフラックスタワーに

よる観測を行っているが、同様の観測を都市で行

う研究が紹介された。そのほかにも、土壌からの

二酸化炭素放出量の測定などの紹介も見られた。

また、グローバルな排出の推定を人工衛星からの

情報をもとに行う手法の提案も行われていた。観

測の流れとして、点で観測されたデータと、都

市・地域の観測および排出インベントリ、全球規

模での排出推定など、様々なスケールの計測・観

測の融合・相互補完に向かっていることが感じら

れた。融合の方法は未だ模索の状況であり、専門

研究者の間でも難しい問題ととらえられていたが、

今後の重要性が感じられた。

興味深い発表

Benianimo Gioli:“Observation and comparison of c-fluxes

of cities and peri-urban forests”(イタリアの都市

におけるフラックス観測の紹介と結果)

Rob Neff:“Estimating the geographic variability in

greenhouse gas emissions from transportation:

method and application”(都市における交通機関

から発生するCO2排出の空間的に詳細な調査)

Carlos Sierra:“Carbon fluxes associated with hydro

electric project in Porce Region of Columbia”(コロ

ラドで水力発電(ダム)に起因する温室効果ガス

排出の計測)

テーマ２：多様なスケールにおける炭素フローの

パターンと脆弱性及びモデル化

日本語のタイトルではわかりにくいが、様々な

地域、様々なスケールの観測の結果の比較による

GHG排出のプロセスの把握が中心であった。一つ

の地域の中の異なる土地利用形態の場所における

排出の比較が多く見られたが、都市のスケールの

違いと交通の排出の関係に注目が集まった。その

ほかにもリモートセンシングによる面的把握によ

る地域比較も行われていた。発表時間の関係で比

較の詳細に触れている発表は少なかったが、今後

の都市発展を考える上で重要な要素であると思わ

れた。しかし、モデル化まで達している研究は少

なく、都市の違いや規模の違いによる発展の要因

分析が今後の課題になると考えられる。

興味深い発表

Kevin Gurney:“Improved fossil/industrial CO2 emissions

modeling for the North American Carbon Program”

(ダウンスケールによるCO2排出の空間分布推定)

Dennis Ojima:“Integrated regional carbon analysis

from anthropogenic and biospheric sources and sinks:

a Colorado application of a holistic framework to

evaluate the urban-rural interface”(地域における自

然起源と人為起源のCO2の同定と空間分布調査)

Larry Tieszen:“Natural resource management and carbon
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management in the Sahel”(リモートセンシングに

よるサヘル地域における土地利用、土地被覆変

化によるCO2排出の推定)

テーマ３：発展に伴う二酸化炭素排出と影響

このセッションでは、主にインベントリデータ

を用いて、都市の発展の経緯とGHG排出や、複数

都市間の比較を行ったものが多く見られた。対象

となる都市は大都市が多く、インベントリデータ

が豊富なため、各々の研究で要因分析の紹介が行

われた。都市工学に分類される発表が多く行われ

たが、その中で都市周辺部の土地利用変化に伴う

GHG排出の詳細を調査検討している研究があっ

た。都市部では比較的排出に関するデータはある

が、周辺の地域では過去からのデータはほとんど

無いため困難が伴ったようである。それでもこの

研究は、多大な時間と労力を割いてメキシコの地

域の土地利用変化とGHG排出のデータを集めたも

のであった。周辺都市との関係についてはまだ考

慮されていないようであるが、今後の研究に期待

がもたれた。

興味深い発表

Jose Antonio Benjamin Ordonez-Diaz:“Influence of

carbon pools and emissions derived from land use

change process in the highlands in Central Mexico

for 1986-2000.”(メキシコの地域での過去の土地

利用変化の詳細な調査)

Paul Isolo Mukwaya:“Planning for climate and carbon

friendly cities: challenges in Kampala City region”

(ウガンダにおける都市計画の紹介)

テーマ４：多様なスケールの都市・地域炭素管理

に向けた試み

テーマ4では、主に都市、地域におけるGHG排

出抑制に向けた試みが紹介された。会議開催国で

あるメキシコからの発表に加えて、途上国からの

発表もあり、普段あまりなじみのない国など、各

国の温暖化抑制に対する取り組みを知ることが出

来た。そのほかにも、先進国と途上国の共同での

温暖化対策プロジェクトCDM(クリーン開発メカ

ニズム)に関する研究発表が行われた。

興味深い発表

Enrique Puliafito:“Urban ecology: linking carbon

emissions and air quality”(CO2排出と大気汚染の

両方に注目した管理の紹介)

Marcos Daziano:“Constraints and limitations to the

application of bio-fuel use at an urban level as a

means to reduce carbon emissions”(アルゼンチ

ンにおけるバイオ燃料の導入と大気汚染への影

響の調査)

2. 会会議の反省点

会議の合間に、多くの研究者に会議の意見、感

想を聞く機会をもてた。その中で、発表時間が短

かったこと、会議開催期間が長いこと、ポスター

セッションの時間が非常に短かったという意見が

多くみられた。特にポスターセッションでは発表

者とじっくり話が出来ることがメリットであるが、

数人としか話が出来なかったのは残念だった。し

かし、会議の進行自体は非常にスムーズに行われ

ており、この点に関しては参加者の大半は満足し

ていたようである。今回の会議では1部屋で全ての

セッションを行った。これは発表テーマがオーバ

ーラップする領域が多く、URCMという流れの中

では必然とも言えるが、2部屋くらいに分けても良

かったと思う。残念だったのは、広範囲な分野の

研究発表がされたが、それらを有機的に結びつけ

るようなセッションや、議論が無かったことであ

る。これは、環境という複合新領域の分野では必

要であるが、その方法が未だ確立されておらず、

この分野の難しさを感じた。しかし本会議は、複

合新領域の融合の方法論を模索する第一歩になり

えると思う。今回は第1回目であるが、回を重ねる

ことでこれらの問題を克服することが出来るので

はないかと思う。

最後に、UAM(首都自治大学)とGCPのスタッフ、

UAMの学生が会議を非常に良い形で行って下さっ

た。円滑な進行に繋がったことを感謝したい。



－ 6 －

地球環境研究センターニュース Vol.17 No.9 (2006年12月)

国国際会議開催の舞台裏

元GCPつくば国際オフィス　NIESフェロー　　Melanie Hartman (メラニー・ハートマン)

国際会議を企画運営するのは常に容易ではない。

規模の大きさに関わらず、手間はほとんど変わら

ないからだ。

グローバル・カーボン・プロジェクト(GCP)が

主催した国際会議は、開催地がメキシコという途

上国で言葉の壁もあったが、E-mail(私のE-mailだ

けでも数千になる)やSKYPE等というものが存在

するおかげで、一年で国際会議を準備することが

できた。

コーディネーターの役割は個々の会議によって

違うので定義するのは難しいが、基本的には、持

ち込まれたすべてのことを時間内に処理すること

である。問題解決、これこそがコーディネーター

の重要な役割の一つである。

計画段階で設定された委員会のサポート、会議

スケジュールや移動の手配等に加え、数人の参加

者の日程調整は大きな問題となった。アフリカか

ら参加する場合、査証に加えてメキシコへの入国

許可が必要な人もいた。言葉の壁は大きな問題で、

何を要求されているのか正確に伝わってこない。

そのため、数カ月しても、4名の参加者については

メキシコ入国許可が得られなかった。

メキシコ人は非常にのんびりしており、仕事の

進め方も私たちとは違っていた。現地での調整に

学生と大学関係者を数人雇ったが、会議のための

ホテルを予約するだけでも数カ月かかり、その間、

膨大なE-mailのやりとりがあった。

お金は最大の問題である。どのくらい必要か、

どこで受け取れるかだけではなく、支払いが生じ

た場合どうやって送金できるかが問題だ。送金に

は時間も手数料もかかった。ここでも言葉の壁は

困難至極であった。さらに、レートが常に変動す

るなかで、円、豪ドル、メキシコドル、米ドルが

ごちゃ混ぜになった会議収支決算と取り組むのは

悪夢だった。

実際に出席した100人の参加者以外に100人近い

登録の申し込みがあり、事務局の作業は倍になっ

た。なかには、会議に参加する意思はないものの

メキシコのビザ取得のため、招聘状目的に登録し

たと思われる人も含まれていた。そのため、なん

とか事務局を説得しようとする人たちに対応しな

ければならなかった。

会議資料は、紙のサイズの違いからメキシコで

コピーしなければならなくなり、2時間ですむ作業

は2日かかってしまった。荷物の輸送については、

アメリカの会社に依頼し、サンディエゴの私の娘

の家に送り、メキシコに行く途中に寄ってピック

アップした。発表者、テーマリーダー、およびフ

ァシリテーターへのプレゼントとして地元の業者

に注文したメキシコチョコは、とうとう届かなか

った。

このように会議の舞台裏は苦労と混乱の連続で

あったが、表舞台の会議の方は大成功をおさめ、

科学にも多大な貢献ができたと思う。

＊本稿はMelanie Hartmanさんの原稿を事務局で要約し

たものです。なお、Melanie Hartmanさんは10月末にア

メリカに帰国されました。
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1. ははじめに

現在、地球的規模で進行しつつある気候の温暖

化の現象は、自然界に存在する様々な生物の生活様

式に多大な影響を与えつつある。日本でも近年にな

り、温暖化の生物への様々な影響が話題に上るよう

になったが、なかでも南方系(亜熱帯・暖帯性)のチ

ョウ類がその分布域を北方に広げていく現象が大き

く注目を集めている。この例としては、ナガサキア

ゲハ、ミカドアゲハ、ツマグロヒョウモン、イシガ

ケチョウ、タテハモドキ、クロコノマチョウ、ウス

イロコノマチョウ、ムラサキツバメ、ムラサキシジ

ミ、クロセセリなどのチョウが知られているが、な

かでもナガサキアゲハはその代表的な例として、年

代に伴う北方への分布域拡大の変遷史が、かなり詳

細に調べられている(図1)。

2. ナナガサキアゲハの分布北上と温暖化の関係

私達は、このナガサキアゲハの分布北上の時代

的変遷と新しく本種が分布するようになった各都

市の気温の推移に注目し、両者の相互関係を解析

してみた。その結果、予想以上にはっきりと両者

の間に相関関係が認められ、本種の分布北上の経

過と、各々の年代の北限地点での気温

の上昇(温暖化)の経過は、ほぼ合致し

ていることが分かった(表1)。すなわ

ち、気候の温暖化により各地の気温が

上昇するに連れて、本種の分布域が北

に拡大したことが判明した。さらにこ

の解析からは、分布北限地での年平均

気温と最寒月平均気温の平均値も算出

され、各々15.46℃と4.51℃であること

が分かった。表のデータからも、各都

市の年平均気温が約15℃を超えるとナ

ガサキアゲハが侵入し生息するように

なったことがよく分かる。

このようにナガサキアゲハでは、気

温の上昇(温暖化)と分布(生息域)北上

の間に極めて密接な関係があることが判明したが

(図2)、実はこの解析だけでは、ナガサキアゲハの

分布域北上現象は、気候の温暖化が主因であるこ

とを証明したことにはならない。なぜならばチョ

ウの分布北上は、気候の温暖化を介さずともチョ

ウ自ら耐寒性を増大させたり休眠期間を長くさせ

るなどの適応を通じても、成し遂げることが可能

だからである。しかしナガサキアゲハについては、

どうもこのような生活史特性の変化を通じて分布

域が北に拡大したのではないらしいことが、大阪

府立大学の吉尾政信氏らのグループの研究で分か

った。吉尾氏らは本種の南方グループの個体と北

上を果たしたグループの個体の休眠性について比

較実験を行い、両者の間で休眠性について殆ど大

きな違いが存在しないことを明らかにした。一方、

本種がもし耐寒性を増大して北上したとするなら

ば、その分布域はある一定の気温枠からはみ出し、

より気温の低い北の地方まで分布域を拡大しても

よいと考えられるが、今のところそのような現象

も報告されていないので、この可能性もほぼ否定

できる。こうしてナガサキアゲハの分布域の北方

拡大は、ほぼ間違いなく気候の温暖化が主因とな

チチョウの分布域北上現象と温暖化の関係

山梨県環境科学研究所 動物生態学研究室　主幹研究員　　北原 正彦

～データから読み取る～温温暖化ウォッチ (14)

図1 ナガサキアゲハの分布域北上の様子（数字は年号、a～lは

気温の解析を行った全12の都市や地点）（北原ら，2001より抜粋）
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って引き起こされたと考えられる。

3. 解解明待たれるその他の南方系チョウ類

前段で述べた分布北上現象の見られる多くの種

では、残念ながら上記のような気候温暖化と分布

北上の関係解明の研究は進んでいない。しかし最

近、ムラサキツバメについては、耐寒性について

の重要な報告があった。本種も現在、分布域北上

の顕著な種として話題に上ることが多いが、埼玉

県環境科学国際センターの嶋田知英氏は、本種の

成虫や蛹について、耐寒性をみる一つの目安と考

えられる耐凍性(体組織の凍結に耐え得る性質)に

ついて調査し、関東地方へ侵入した個体の過冷却

点(体組織の凍結開始温度)は意外に高く、本種が

耐寒性を増大して北に分布を拡大した可能性は低

いことが示唆された。恐らく、ムラサキツバメの

場合もナガサキアゲハと同様、分布の北上は気候

の温暖化によってもたらされた可能性が高いと考

えられる。なお、残された種についても今後の原

因究明が待たれるが、私個人としては、現在北上

現象の見られる多くのチョウが、ナガサキアゲハ

やムラサキツバメ同様、気候の温暖化が主因とな

り、分布域の北方拡大が生じたと睨んでいる。

4. おおわりに

現在、生物多様性の著しい衰退、生態系の画一

化・均一化、移入種・外来種の侵入、そして地球

温暖化の影響といった地球環境問題が、地球上の

生態系をグローバルレベルで蝕みつつある。この

ことは私の住んでいる富士山麓でも決して例外で

はなく、チョウだけを例にみても、富士山を特徴

づける在来種は著しく数を減らし、その殆どが絶

滅危惧のレッテルを貼られ、また今まで見たこと

もなかった移入種ホソオチョウが飛んできたり、

とうとう南方系のナガサキアゲハの記録まで出る

ようになってしまった。私達は、このような身の

回りで確実に起こっている生態系の変化を真摯に

受け止め、今こそ地球環境問題の対策について真

剣に考え、取り組んでいかねばならないと痛切に

感じている。

参参考文献

北原正彦, 入來正躬, 清水剛 (2001) 日本におけるナガ

サキアゲハ(Papilio memnon Linnaeus)の分布の拡大

と気候温暖化の関係 . 蝶と蛾(日本鱗翅学会誌)

52(4)：253-264.

表1 ナガサキアゲハの分布初認時及びそれ以降における各地の年間平均気温（単位：℃）

（■は分布が確認された以降の気温、２地点の場合は平均値を示す）（北原ら，2001より抜粋）

図2 1945年から1998年の間における西南日本各地の

年代毎の年平均気温と各年代のナガサキアゲハ分布北

限地の緯度との関係（r =0.770, P <0.01）（北原ら，

2001より抜粋）。気温は各年代の分布北限地点として

解析した全12地点の平均値。この関係から、ナガサキ

アゲハの分布北上には、年平均気温の変化（上昇）が

重要な鍵になっていることが分かる。

場所 高知 広島 高松 岡山 姫路

年 室戸 徳島 洲本 神戸
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「一瞬だけアメリカ大統領になった男」アル・

ゴア。この政治家の存在を既に忘れていた人は少

なくないかもしれない。クリントン政権の副大統

領を務め、2000年の大統領選では民主党候補とし

て一度は勝利を報道されたが、フロリダ州の集計

が混乱した末、ジョージ・W・ブッシュに惜敗し

た。2004年の大統領選ではほとんどその名前を聞

くこともなかった。良くも悪くも真面目な男とい

うのが専らの評判である(ちなみに、筆者はここで

つい岡田克也・民主党元代表を思い出してしま

う)。大統領選では、相手陣営のネガティブキャン

ペーンの影響もあろうが、この真面目さが「人間

的魅力に欠ける」というマイナスイメージとなり

人気が伸び悩んだ印象がある。

しかし、思い返せば、あのときフロリダ州の集

計システムが仮にあとほんの少し近代的だっただ

けで、世界は今と180ﾟ違うものになっていたはず

なのだ。ゴア大統領は、国内産業界の猛反発に会

いながらも、アメリカの京都議定書目標、－7％の

達成に躍起になっていたに違いないし、京都議定

書後の国際枠組みの議論にもアメリカが積極的に

参加し、他国もその流れに乗らざるを得なかった

だろう。だが、過ぎたことをあれこれ言っても仕

方が無い。

ともあれ、映画「An Inconvenient Truth(邦題：

不都合な真実)」は、この一度は世界を変え損ねた

政治家アル・ゴアの、新たなる挑戦を描いたもの

だと言ってよいだろう。大統領選敗北の失意の中

から立ち上がったゴアが選んだ道は、米国各地を

始め世界を行脚して地球温暖化の「真実」を人々

に説いてまわることだったのだ。以前からも行っ

ていたその講演の回数は、通算で1000回以上に上

るという。映画は、この講演の内容とその様子を

ベースに、ゴアがその活動に至るまでのエピソー

ドや心理描写が各所に織り込まれる形で進行する

ドキュメンタリーである。全米では5月に封切られ

るや、わずか77館の限定公開ながら6月にはトップ

10入りを果たし、上映館数を増やしながらヒット

を続けているそうである。日本での公開は来年新

春に決まった。

ここで、この映画で語られている「真実」の科

学的妥当性を検証しておく必要があるだろう(これ

を怠ると、「江守は懐疑派の問題点は指摘するが、

対策推進派の問題点は見逃すのか」というお叱り

を受けかねない)。といっても、ゴアの語る「真実」

は概ね妥当であり、指摘すべき点はそれほど多く

Cinema review「「不都合な真実」」

－ 世世界を変え損ねた男の新たなる戦い －

地球環境研究センター　温暖化リスク評価研究室長　　江守 正多

『不都合な真実』

2007年1月20日(土)より

ＴＯＨＯシネマズ六本木ヒルズほかに

て全国ロードショー

（Ｃ）：「配給：ＵＩＰ映画」
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ない。彼はハーバード大学の政治学専攻であるが、

科学にも造詣が深く、映画によれば、1960年代の

地球温暖化研究の黎明期に、炭素循環研究の祖で

あるロジャー・レヴェルに直接学んでいる。他に

も一流の専門家と直接交流する機会は多いはずだ

ろう。おそらく、ゴアは世界で最も地球温暖化の

科学を正確に理解している政治家の一人である。

しかしながら、演出上の都合も含まれるだろうが、

何箇所か注意を要する点に気付いたので指摘して

おく。

・気象災害による保険金支払額が最近の数十年で

急激に増加しているというグラフが紹介される

場面で、説明不足のため、この全てが異常気象

の強度・頻度の増加によるという印象を与えて

いる。実際には、資産の増加などにより、同じ

規模の異常気象があっても近年の方が保険金支

払額が大きくなることを考慮する必要がある。

・グリーンランドの氷が全て融解して海面が6ｍ上

昇した場合の、土地の水没シミュレーションが

紹介されているが、時間スケールの説明が無い

ため、あたかも数十年程度でこの海面上昇が起

こるような印象を与えている。実際には、グリ

ーンランドの氷が全て融解するには1000年以上

の時間がかかると考えられている。

・SARSなどのあらゆる病気の発生もしくは感染拡

大が地球温暖化と関係があるような印象を与え

る場面がある。実際には感染過程などに温暖化

が関係すると考えられる病気は種類が限られる

であろう。

このような問題はあるものの、基本的には、不確

実性のある将来予測の話をあまり使わず、事実を

中心に伝えようという戦略が見て取れる。もちろ

ん、分かりやすさのため、視覚に訴える映像はふ

んだんに使用されている。これら全体のバランス

を見て「不安を煽っている」と評価するかどうか

は人によって意見の分かれるところだろう。

さて、極めて個人的な感想としてであるが、筆

者はこの映画を見て、何か心を揺さぶられるよう

な感覚を覚えたことを告白しておきたい。といっ

ても、映画で語られている温暖化の「真実」は、

筆者にとってはどれもよく知った事柄であり、そ

の内容に特別な感慨はない。また、ゴアの講演は

確かに素晴らしかったが、アメリカ副大統領にま

でなった政治家が演説が上手いのはある意味当然

だろう。では、筆者の心に届いたのは一体何だっ

たのか。それは、一言で言えば、ゴアの戦いの

「リアルさ」である。彼は、6年前まで世界の権力

の中枢に居ながら、温暖化の危機を訴え続けてい

た。にもかかわらず、彼の叫びは何者かによって

手応え無くいなされ、絡め取られ、黙殺され続け

た。世界に大きな影響力を持つその「何者か」と

は、とりもなおさず、温暖化の「真実」を「不都

合」に思う者たちと等号で結ばれる。これは、よ

くある被害妄想的な陰謀論ではない。ゴアが実際

に戦って敗れた、この世界の変革をめぐる攻防の

最前線の迫力と、そのグロテスクな実像が映画か

ら浮かび上がってくる。

しかし、この映画こそは、その「何者か」に対

して放たれた、確かな手応えのある一撃にほかな

らない。この映画は温暖化の「真実」を訴えると

同時に、それを不都合に思う「何者か」の存在を

暴き、糾弾する側面を持っているのだ。この映画

がヒットすればするほど、苦虫を噛み潰した表情

が次第に険しくなっていく「何者か」の顔が目に

浮かぶ。皮肉にも、ゴアがこの一撃を放つことが

できたのは、大統領選に敗れ、権力の中枢から降

りたことによっている。そして、映画に先立って

1000回に及ぶ講演を重ねたという事実が、この映

画に魂を吹き込んでいる。明らかに、これはゴア

という人物の真面目さのなせる業であり、筆者は

そこに彼の有余る「人間的魅力」を感じる。

もしかしたら、この一撃の効果は限定的で一時

的なものに留まるかもしれない。しかし、ともか

く以前と比較すれば格段に多くのアメリカ人と世

界の人々が温暖化に関心を持った。これを足がか

りにさらに大きなうねりを作れるかどうかが、次

の戦いになるだろう。だが、次はゴア一人の戦い

ではない。ゴアの講演を聞き、映画を見た大勢の

人々が、ゴアと共にある。

果たして、世界は変わるか。
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温度計による気温の直接観測が行われるように

なったのは1850年頃からですが、現在一般的に算

出されている地球の平均気温には、陸上のデータ

だけでなく、海洋のデータも考慮されています。

また、観測機器や観測場所、周辺環境などの変化

の影響もできるだけ取り除く努力が行われていま

す。地球上に不均一に分布する観測データは、ま

ず緯度5度×経度5度に格子点化され、さらに面積

の重みを付けて平均することで、全球平均気温が

算出されています。以下では、それぞれについて

具体的に説明していきましょう。

まず、陸上の気温データですが、現在では世界

に7000前後の観測地点が存在しています。地域的

な分布にはかなりのばらつきがあり、欧米などで

は非常に密に存在している一方で、サハラ砂漠や

シベリア北部、アマゾン奥地などでは観測点が少

ないです。ただし、これらの地域にも数百kmに一

点程度の割合で観測点が存在しますし、観測の空

白域は面積的にもそれほど大きくはありませんの

で、地球の平均気

温の算出には

大きな影響

はないと考

えられま

す。

次 に 、

海洋のデ

ー タ で す

が、地球の平

均気温を算出す

る際の海洋上の大気

温度として、海洋表層の海水温度が代用されてい

ます。海洋表面の水温はさまざまな船舶により観

測されており、昔はバケツで海水を汲み上げて計

測されていましたが、近年では、エンジンの取水

口近くに設置した温度計により計測されています。

海洋上の気温も船の甲板上で観測されていますが、

船舶のヒートアイランド効果(甲板が日射を受けて

熱を帯び、甲板上の大気を暖める効果)のため、夜

間のデータしか活用できないなどの制約がありま

す。また、1カ月以上の時間スケールを考える上で

は、海洋表面の水温変動と夜間に観測された海洋

上の気温変動がほぼ等しいことが知られているた

め、海洋上の大気温度として海洋表層の海水温度

を代用することに大きな問題はありません。

地球の平均気温データに見かけの変化をもたら

し得る要因としては、①観測機器の劣化や更新に

伴う変化、②観測場所の変化(経緯度や標高)、③

観測時刻や月平均値算出方法の変化、④都市化な

どの観測点周辺環境の変化、が挙げられます。こ

のうち、①～③については、物理的な考察や統計

的推定、変化前後の同時観測などによる補正が行

われています。④についても、周辺の観測点との

気温差が年々増大している地点を除く、などの対

応が取られています。これらとは別に、人口や土

地被覆、衛星から見た夜間地上光などの分布から

私私が答えます：

大気圏環境研究領域

大気物理研究室長　　野沢 徹

図　(a)1881～1910年および(b)1971～2000年におい

て、月平均気温のデータが50%以上存在する格子点

地球環境研究センターニュース Vol.17 No.9 (2006年12月)
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都市と田舎を峻別し、平均気温に対する都市化影

響の有無を評価する研究も行われています。また、

都市によるヒートアイランド効果は夜間の弱風時

に顕著であるため、夜間の地上風速データを活用

した都市化影響評価も行われています。これらの

結果はいずれも、大陸規模以上の空間スケールで

平均した気温については、都市化の影響はほとん

ど無視できることを示しています。

地球の平均気温を求めるには、まず初めに各観

測点の気温の平年値(西暦の一の位が1の年からの

30年平均値。例えば1961～1990年の30年平均値な

ど)からの差を求めます(これを平年偏差と呼びま

す)。次に、地球を緯度5度×経度5度に分割した各

格子内に存在する観測点の平年偏差を単純に平均

して格子点データを作成します。格子点化された

平年偏差のデータに、各格子の面積の重みを付け

て平均することにより、地球の全球平均気温(平年

偏差)の時系列を算出します。なお、ここで用いる

「全球平均」は、「観測データが存在する限られた

格子点の面積重み付き平均」を意味します。また、

図に示しますように、平均操作に用いられる格子

点数も現在から過去に遡るにつれて減少していき

ます。このような、観測データが地球上の限られ

た地域にしか存在しないことによる誤差は、せい

ぜい±0.1℃程度と見積もられています。

このようにして算出されている地球の平均気温

からは、20世紀の100年間で平均地上気温が約

0.6℃上昇したことが分かります。この上昇速度は、

年輪や堆積物などから推定された過去2000年間の

気温変動にも例を見なかったほど急激であったと

考えられています。特に、1970年代以降の気温上

昇は顕著であり、100年間で1℃以上も気温が上昇

する勢いです。この気温上昇の原因はいったい何

でしょうか。詳細はまた別の機会にご説明したい

と思いますが、気候モデルを用いた統計的推定に

よれば、近年の気温上昇は、二酸化炭素を始めと

する温室効果気体の濃度増加なくしては説明でき

ないと考えられます。人間活動が気候に重大な影

響を与え始めていることは、ほぼ疑いようのない

事実であると言えるでしょう。

→→さらに良く知りたい人のために

気象庁(編)異常気象レポート2005 (特に第2章「地

球温暖化」). 気象業務支援センター.

私私が答えます：

地球環境研究センター

温暖化対策評価研究室　主任研究員　　藤野 純一

温暖化の影響は既に顕われています。ヒマラヤ

の氷河や北極の氷がこの20年間にだいぶ失われて

しまいました。さらに温暖化が進めば、先号で取

り上げた海面上昇の他、巨大な台風や突発的な大

雨の増加だけでなく、海洋大循環の停止など一度

起こったら取り戻せない影響も起こることが危惧

されています。

温暖化の影響は気温の上昇幅、上昇スピードや

対象となる地域によって様々に顕れるので、気温

上昇を何度に抑えれば良いと、一概に決められる

ものではありません。しかし、世界全体の目標を

設定するために、気温上昇を様々な温暖化影響が

顕れる2℃(産業革命以前の全球平均温度を基準)以

下に抑えることを議論の出発点としてはどうかと

提案されています。

現状では、人間の活動により排出される二酸化

炭素(以下、CO2)は年間約60億トン(炭素換算)で、

そのうち半分の約30億トンが陸域と海洋で吸収さ

れ、残りが大気に蓄積されています。それにより

大気中の二酸化炭素濃度は増加し、温暖化の主原

因になっています。

温暖化による大きな影響を避けるために、将来

どれだけの温室効果ガスの削減が必要になるか、

気候変化や経済動向を表現する数値シミュレーシ

ョンモデルを用いて計算したところ、2050年には

世界の温室効果ガス排出量を1990年に比べて約

50％削減し、それ以降さらなる削減が求められる

ことがわかりました。先進国である日本は、それ

地球環境研究センターニュース Vol.17 No.9 (2006年12月)
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以上の削減、つまり60～80％の削減が求められる

かもしれません。しかし、生活の質を落とさずに

そのような削減が可能なのでしょうか？

CO2を排出する主な原因を一つずつ分解した式

は、「茅恒等式」として世界的に知られています。

この式を用いて、どのように削減すればよいか検

討します。

CO2排出量＝(CO2／エネルギー)×(エネルギー／

GDP)×(GDP／人口)×人口

第1項は炭素集約度と呼ばれ、1単位あたりのエ

ネルギーを利用するときに排出されるCO2の割合

を表します。化石燃料と比べてCO2をあまり排出

しない再生可能エネルギー(風力や太陽エネルギ

ー)や原子力発電の割合を増加させる、さらには

CO2排出の少ないエネルギーで製造した電気や水

素を効率的に利用するといった対策で、大幅に改

善できる可能性があります。第2項はエネルギー集

約度と呼ばれ、1単位あたりのGDP(国内総生産：

日本国内で生み出される経済的な付加価値)を生産

するときに必要となるエネルギーの割合です。日

本が得意とする省エネ技術をさらに発展させるこ

とや、エネルギーを多く消費する経済活動から、

IT技術等を利用した省エネ型の経済活動に転換す

ることで、大幅に改善できる可能性があります。

第3項は国民一人あた

りが生産する経済的

な付加価値で、生産

活動および消費活動

が増えるほど増加し

ます。2005年に内閣

府が出した「日本21
世紀ビジョン」では、

2030年の一人当たり

GDP成長率として2％
程度の伸びを目指し

ています。第4項の人

口については、国立

社会保障・人口問題

研究所が2002年1月に

行った推計によると

2000年の人口1億2千7
百万人が2050年には1

億人にまで減少することが予想されています。

私たちが進めている「日本脱温暖化2050研究プ

ロジェクト」では、一人当たりGDPが年率2％で成

長しても、上述の「茅恒等式」の第1項、第2項に

関連する項目を中心にして様々な対策を組み合わ

せることで、日本のCO2排出量を1990年に比べて

70％削減できることを示しました(図)。しかし、

たとえば太陽光発電を普及させるためには、効率

向上及びコスト削減を可能にする技術開発、普及

策を推進する制度設計、利用する消費者の協力が

必要です。一つ一つの対策を実現させるために、

様々な主体の努力を積み重ねれば、GDPの成長と

大幅な温室効果ガス排出量削減の両立が可能にな

るでしょう。

ところで、経済成長を表現するときの代表的な

指標であるGDPは、生活の質を表現しているのでし

ょうか？GDPの増加は、モノ(量)の豊かさの増加を

反映します。自宅で野菜を育て家でごはんを食べる

より、外食した方がGDPは増加します。犯罪が増え

ると、警察や家庭内セキュリティーサービスにより

多くのお金を使うことで、GDPは増加します。それ

は本当に幸せなことなのでしょうか？

「生活の質」とは何なのでしょうか。私はその

答えを探している段階です。人々が住みたいと思

う脱温暖化社会が実現できるよう一緒に考えませ

んか。

図　2050年における日本のCO2排出量の70％削減を実現する対策の検討
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国立環境研究所で研究するフェロー：津守 博博通

(地球環境研究センター NIESポスドクフェロー)

2006年4月から地

球環境研究センタ

ー炭素循環研究室

に所属しています

津守博通です。以

前は九州大学大学

院総合理工学府に

在籍し、流体力学

を専攻していまし

た。九州大学では

大気海洋間の気体交換速度に関する風洞水槽実験

を行っていました。気体交換速度は大気海洋間の

CO2フラックスを決定するパラメータであります。

しかし、その評価式の多くは海上平均風速の相関

式で、それぞれの評価式ごとにばらつきが大きく、

未だ決定的なものは得られていません。そこで気

体交換速度の波浪と乱流依存性に着目し、波浪、

乱流特性量をパラメータとする気体交換速度の実

験式を提案しました。

国立環境研究所に移ってからは、定期航路貨物

船から得られる海洋表層CO2分圧のデータ解析に

取り組んでいます。当研究所ではこの10年間、貨

物船による海洋CO2モニタリングを行っており、

現在は日本－北米の北太平洋航路、そして日本－

豪州の南北太平洋航路で大気・海洋CO2モニタリ

ングを行っています。海洋CO2濃度は大気濃度よ

り平均的に低いため、地球全体で見ると海洋は

CO2の大きな吸収源となっています。しかし、海

洋では場所や季節によって水温やプランクトンの

生物生産が変動するので、海洋表層CO2の時空間

分布は海域ごとに大きく異なります。従って、長

期間にわたって観測して初めて、その海域がCO2

を吸収しているのか、もしくは放出しているのか

が分かります。現在、蓄積されたデータおよび今

現在取得されるデータを用いて、海洋表層CO2の

季節マップの作成や海域ごとのCO2年々変動の解

析に取り組んでいます。膨大なデータから自分の

意図する結果を導き出すのは中々大変ですが、解

析を重ねるうちに数字の海からある真実が浮かび

上がってくることを信じて日々努力しています。

生まれは山口の下関、学生時代はずっと福岡で

したので、つくばに来るのはもちろん、不破の関

を越えて東に住むのは初めてです。もともと田舎

育ちですので田園風景の広がるつくばはとても落

ち着きます(風景として海がないのはちょっと物足

りない感もありますが・・・)。ここは、自然環境

と地球温暖化研究のプロが集まった恵まれた環境

ですので、私も良い刺激を受けて地球環境研究の

一助となる仕事をしたいと思います。
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地球温暖化に関する素朴な疑問・質問をお寄せ下さい。

疑問・質問は、氏名と連絡先を記入し、ニュース編集局宛にご連絡下さい。

＊なお、掲載する場合、事務局で加筆修正させていただくことがあります。

お送りいただいた個人情報は「ココが知りたい温暖化」業務以外には使用いたしません。

また、個人情報を掲載することはありません。

→→さらに良く知りたい人のために

日本脱温暖化2050研究プロジェクト,
http://2050.nies.go.jp

ドネラ･H･メドウス, デニス･L･メドウス, 枝廣淳子

(2005) 地球のなおし方. ダイヤモンド社.
金子勝 (2005) 2050年のわたしから. 講談社.
エルンスト･U･フォン･ワイツゼッカー, エイモリー･

B･ ロビンス, L･ハンター･ロビンス (1998) ファ

クター4―豊かさを2倍に、資源消費を半分に. 省
エネルギーセンター.

新宮秀夫 (1998) 幸福ということ―エネルギー社会

工学の視点から. 日本放送出版協会.

＊「ココが知りたい温暖化」は地球環境研究セン

ターウェブサイト(http:/ /www-cger.nies.go.jp/
qa/qa_index-j.html)にまとめて掲載されています。
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AIM Training Workshop 2006のの開催

－シナリオ、、モデルおよび政策分析のトレーニング－

地球環境研究センター温暖化対策評価研究室　研究員　　花岡 達也

1990年代になって、アジア地域における温室効

果ガスの長期の排出シナリオの分析が注目され始

め、1997年3月には国連大学において統合評価モデ

ルに関するIPCC(気候変動に関する政府間パネル)

アジア太平洋ワークショップが開催された。また、

第1回のAIM(アジア太平洋統合評価モデル)のトレ

ーニングワークショップを1997年8月に北京で開催

した。AIMモデルはアジア太平洋地域を対象とし

た温暖化対策評価モデルであり、AIMモデル開発

プロジェクトでは、1997年以降も若手の研究者育

成を目ざしてトレーニングワークショップを開催

してきた。今年も10月16日から25日にかけて、国

立環境研究所大山記念ホールにてトレーニングワ

ークショップを開催した。今回は共同研究機関の

ある中国、インド、タイ、韓国に加え、インドネ

シア、マレーシア、ネパール、台湾といった他の

アジア諸国、さらにはアジア以外からもブラジル、

南アフリカ、ロシア、アメリカの大学や研究機関

から若手の研究者を招き、総勢約50名程度が集ま

った大きな規模のトレーニングワークショップと

なった。

現在、AIMでは脱温暖化2050プロ

ジェクトを進めており、2050年まで

を見越した日本の温室効果ガス削減

のシナリオとそれに至る環境政策の

方向性を検討し、低炭素社会の実現

に向けた日本のとるべき道筋を研究

している。そこで、今年のトレーニ

ングワークショップでは我々の経験

を踏まえ、各途上国における「低炭

素社会および持続可能な社会に向け

た2050年までのシナリオ」をテーマ

とし、ワークショップのプログラム

を組むことにした。ただし、多くの

参加者にとってAIMモデルは初めて

であり、また、約1週間と限られた日

程であったため、脱温暖化2050プロジェクトで開

発した全てのモデルのトレーニングを行うことは

困難である。そこで、開発したモデル群のうち部

門間のエネルギーバランス表とCO2排出量を簡易

に計算できるAIM/Energy Snapshot Toolと、詳細な

対策技術の積み上げによりCO2排出量を推計し、

削減対策の効果を分析できるAIM/Enduse modelの2

つにトレーニングの対象を絞ることにした。また、

参加者の中でAIMモデルの経験者に対しては、さ

らに、経済主体間の均衡を考慮した経済モデルで

あるAIM/CGEモデルについてもトレーニングを行

った。その他の要素モデル群については、各モデ

ルの目的やお互いの関連について説明しながら、

各モデルの概要の講義を行った(図1)。

いずれの参加者もこちらで計画したその日のス

ケジュールが終了してもなお、遅くまで大山記念

ホールに居残ってモデルの演習をするなど、とて

も熱心な姿勢で取り組んでおり、我々にとっては

当初想定していなかった嬉しい誤算であった(ワー

クショップのプログラムは h t t p : / / w w w - i a m .

nies.go.jp/aim/AIM_workshop/AIMtw06.htmを参照)。

図1 AIMの要素モデル群の関係

地球環境研究センターニュース Vol.17 No.9 (2006年12月)



－ 16 －

また、昼休みには各国の参加者が自主的に各国の

音楽や映画を流すなど異文化交流の場となり、多

国籍な人々が集まった場ならではの活気のあるワ

ークショップとなった。

最終日には、各参加者がトレーニング期間中に

学んだモデルを用いてトレーニングの成果を発表

する機会を設けた。非常に短い期間のトレーニン

グで、かつ発表資料を作成する時間が限られてい

たにもかかわらず、しっかりとした発表資料を準

備した参加者が多かった。特に、同じモデルを用

いても分析の狙いや結果が異なり、各国の事情が

反映された発表となっており大変興味深いもので

あった。各国における文化や社会経済の状況の違

いを十分に考慮した上で、将来のシナリオを考え

る必要があることを改めて考えさせられ、各参加

者にとってよい経験となった。

AIMの研究員の人数が限られている一方で、参

加者が多かったため準備や運営が大変ではあった

が、様々な刺激のあるワークショップであった。

特に筆者自身、日頃の雑多なことに埋没して多く

の課題を溜め込んでしまい勉強不足を痛感してい

るため、諸外国の研究者から質問を受け交流する

ことで、改めて責任を感じ、気が引き締まる日々

であった。最後に、企画・運営を手伝って頂いた

研究員だけでなく、諸外国の研究員の招聘準備か

らワークショップ当日の作業まで様々な準備を裏

で支えて頂いたアシスタントスタッフの方々にも

感謝の意を表し、本ワークショップの報告を締め

くくりたい。
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写真3 トレーニングの様子(3)

写真2 トレーニングの様子(2)

写真1 トレーニングの様子(1)

写真4 参加者の集合写真
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「AGAGEと協力ネットワーク会議」が2006年10

月23～26日につくばにおいて開催された。約30年

にわたってハロカーボン類(CFC(クロロフルオロ

カーボン)類や四塩化炭素のようにフッ素、塩素、

臭素などのハロゲン原子を含む化合物)の連続観測

を続けているAGAGE(Advance Global Atmospheric

Gases Experiment、代表：Ronald Prinn教授/MIT)を

中心に、SOGE(the System for Observation of

Halogenated Greenhouse Gases in Europe：イギリス、

ノルウエー、スイス、イタリア)、NIES(国立環境

研究所)、NOAA(National Oceanic & Atmospheric

Administration)、ソウル大学からハロカーボン観測

グループ(7カ国、25名)が参加した。各グループは、

図1に示す地点において連続モニタリングを進めて

いる。なお、ハロカーボン類のうち、フッ素を含

む化合物の多くが温室効果気体であり、CFC類や

四塩化炭素、ハロン類のように長寿命でかつ塩素

や臭素を含むガスは成層圏オゾン破壊物質である。

このため、これらハロカーボン類の大気中濃度を

監視することは、成層圏オゾン破壊や地球温暖化

の予測・防止のために重要な課題となっている。

初日には、若手研究者によるプレミーティング

の後、NIESツアーが催された。CGER(地球環境研

究センター)において、野尻副センター長、町田大

気・海洋モニタリング推進室長、遠嶋大気動態研

究室長、向井炭素循環研究室長から、CGERの活

動および最新の研究紹介を受けたのち、モニタリ

ング関連施設を見学した(写真1)。その後、柴田化

学環境研究領域長からタンデム加速器分析施設の

説明を受け、最後に波照間島・落石岬モニタリン

グステーションに設置されているハロカーボン自

動測定システムの同型機を見学した。ツアー中、

参加者から熱心な質問が相次いだため、予定時間

を大幅に超過した。

24日から本会議がスタートした。最初に、国立

環境研究所大塚理事長から歓迎のスピーチがあっ

た。経済発展の続く東アジアにおけるモニタリン

グの重要性、NIESの果たしている役割の紹介と共

に本会議に対する期待のメッセージが述べられた。

会議では、観測データの精度管理、標準ガスの問

題、データの相互比較、公表方法、新しい測定シ

ステムの評価、WMO(世界気象機関)オゾンアセス

メント等への対応について活発な討議が行われ、
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図1 世界のハロカーボン連続観測ネットワーク 写真2 会議風景

写真1 NIES見学

AGAGEとと協力ネットワーク会議(2006年年10月月23～～26日日)のの開催報告

化学環境研究領域　動態化学研究室長　　横内 陽子
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各グループから最新の研究報告が行われた(写真

2)。また、2007年から韓国・チェジュ島において

もハロカーボン観測を開始するとの報告がなされ

た。アジアにおける3地点の観測を有機的に結合す

れば、この地域のハロカーボン排出状況をより的

確に把握できるようになると期待できる。最終日

にはゲストとして招かれた気象庁の堤全球大気監

視調整官からワールドデータセンターの紹介があ

った。また、27日夕方の懇親会には、環境省の佐

藤地球環境局総務課研究調査室長補佐を迎えて、

わが国の地球環境行政官と国際的な観測ネットワ

ーク研究グループとの交流を実現することができ

た。

本会議はAGAGE単独で開催されていた時期を含

めて34回目、アジアで最初に開催されたハロカー

ボン観測ネットワーク会議である。ハロカーボン

観測技術の向上、世界中のデータの共同利用に向

けて多くの成果を得ることができた。

最後に、本会議を地球環境研究センター後援と

してスムーズな会議運営のために尽力していただ

いた笹野センター長ほかの皆様方に感謝したいと

思います。

写真3 記念撮影

地球温暖化研究プログラムのウェブサイトが開設されました

http://www-cger.nies.go.jp/climate/



－ 19 －

「スーパーコンピュータによる地球環境研究発表

会(第14回)」を10月30日に国立環境研究所で開催

した。本発表会は、当研究所のスーパーコンピュ

ータ(以下、スパコン)を利用する所内外の研究者

らが、年1回最新の研究成果を持ち寄り発表すると

ともに、研究者間の情報交換の場などとしても利

用されている。今回は今年度のスパコン利用研究

16課題のうち一般研究課題13、優先研究課題2、お

よびスパコンについての情報提供1の計16の発表が

行われ、約60名の参加者があった。

発表に先立ち笹野地球環境研究センター長が開

会の挨拶を行い「皆様の研究内容について我々が

お伺いするとともに、我々スパコンを提供してい

る当研究所あるいはスパコン利用研究全体に対し

てもいろいろご意見を賜りたい。同時に利用者の

間での交流も深めていただき、地球環境研究がよ

り一層進むようご協力をお願いする。」と述べた。

発表は、1課題の発表時間、一般利用課題15分、

優先利用課題20分(質疑応答を含む)の設定で進め

られた。今年度の優先利用課題からは、「インバー

スモデルと後退流跡線を用いた領域規模二酸化炭

素フラックス推定」(Claire Carouge・国立環境研究

所地球環境研究センター)と「CCSR/NIES T42化学

気候モデルを用いたオゾン層の将来予測実験」(秋

吉英治・国立環境研究所大気圏環境研究領域)の発

表が行われた。発表に続く議論もときおり時間を

超過して活発に行われた。また、研究発表会に先

立って開かれた、当研究所のスパコンの利用計

画・運用基本方針などをご審議いただく「スーパ

ーコンピュータ関連研究ステアリンググループ」

の委員の先生方も参加され、数々の貴重なご意見

をいただくことができた。

最後に野尻地球環境研究センター副センター長

が「スパコンを使ったモデル研究は、今何を求め

られているかアップツーデートである必要がある

と思う。当研究所のスパコンは開かれており、専

門家による審査を経てさまざまな研究に利用され

てきた。資源の有効利用の点から、今後は評価等

が厳しくなると思うが、優れた研究成果を得るこ

とが投資効果という意味で必要であり、外部の方

も含めて今後とも積極的に当研究所のスパコンを

活用していただきたい。」と閉会の挨拶を行った。

なお、当研究所のスパコンは今年度末に新機種

に更新され、数倍の計算性能の向上が図られるこ

ととなっている。今後ともスパコン資源の有効な

環境研究への利用と使用者の皆様の便宜向上を図

るため努力していきたい。

-------------------------------------------------------------------

本研究発表会における演題・講演者の詳細は、

地球環境研究センターのウェブサイト(http://www-

cger.nies.go.jp/index-j/topics/workshop/w061108/

w061108.html)をご参照ください。発表要旨や発表

資料も掲載しています。

スーパーコンピュータによる地球環境研究発表会((第114回))開催報告

地球環境研究センター　主幹　　山本 哲
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航空機の貨物室は皆さんが利用する客席の床の下、航空機のおなかに相

当する部分にあります。2005年11月から始まった、日本航空の旅客機を利

用したCO2濃度観測計画で使用する装置は、この貨物室の隅のわずかな隙

間に搭載されています。航空機業界では標準となっているのであろうこの

空間は、身長170cmの人がヘルメットをかぶるとちょうど天井に当たるく

らいの高さで、常に首を微妙に曲げながらの移動を強いられる、つらい空

間です。屋外駐機中の貨物室は、冬は寒く夏は蒸し暑い、快適な客室とは

ほど遠い環境です。

現在試験観測中の装置は、設定の変更や予備的なデータ取得のために急な搭載や取りおろしをお願い

することも少なくありません。これらの作業は日本航空の整備士さんに依頼して行っています。毎回わ

がままな研究者のお願いを

聞いて頂いている整備士さ

んや関係する方々には、常

に感謝しながら観測を続け

ています。

地球環境研究センター

大気・海洋モニタリング

推進室長　　町田敏暢

航航空機の「おおなか」のの中

観測現場から

ＪＪＡＬ航空

機観測

貨物室の入口 作業中の貨物室

最最近の発表論文から

東アジアのリモートサイトにおけるHFC類の高頻度観測と中国からの排出量に関する考察

（横内陽子ほか、Geophys. Res. Lett., 33, L21814, 2006.）

波照間島において温室効果気体であるハロカーボン類の高頻度モニタリングを実施している。アジアの

都市域を通過した気団がやってくると、これらの濃度は一時的に高くなり、特に、冷媒として広く使われ

ているHCFC-22生産時の副産物であるHFC-23の濃度増加は、中国からの汚染と関係していることが分か

った。HFC濃度の増加量と一酸化炭素濃度の増加量の比、および中国からの一酸化炭素排出量(既存の推

定値)を用いて、中国からのHFC-23排出量は年間約1万トンに上ると試算した。これは全世界からのHFC-
23総排出量のおよそ3分の2に相当する。一方、日本、韓国、台湾から排出されるHFC類はカーエアコン等

に使われるHFC-134aが卓越し、HFC-23の寄与はわずかであることが分かった。

環境問題間の相互連関に関する政策研究の動向と展望―気候変動問題を中心に

（久保田泉ほか、環境経済・政策学会年報第11号, 163-178, 2006.）

本論文では、法的、経済的、政策プロセスの各側面からの環境問題間の相互連関の研究動向を概観した

後、気候変動対処のための国際制度と、オゾン層、生物多様性(吸収源関連)、自由貿易の各問題領域に関

する国際制度との相互連関に関する各事例のレビューを行った。これらから、問題ごとの対処という形を

とってきた地球環境問題に関するこれまでの政策は、様々な矛盾を生じさせ、潜在的な相乗効果を発揮さ

せておらず、また、関連研究は、相互連関を取り入れた政策体系のあり方を導出するには至っていないこ

とを示した。

論文の詳しい情報は、地球環境研究センターのウェブサイト(http://www-cger.
nies.go.jp/index-j.html)をご参照下さい。この他の論文の情報も掲載されています。
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地球環境研究センター主催・共催による会議・活動等

2006.11. 6～10 国連気候変動枠組条約第12回締約国会議(COP12)及び京都議定書第2回締約国会合

(COP/MOP2)参加およびサイドイベントの開催(ケニア)

国立環境研究所の活動を紹介するブースを設置すると共に、11月8日に環境省および

英国環境・食糧・農村地域省との共催でサイドイベント“Global Challenges toward
Low Carbon Society (LCS) through Sustainable Development”を行った。詳細は、本誌

に掲載予定。

29～12.1 AsiaFlux Workshop 2006(タイ)

CGERに事務局を設置しているAsiaFluxの年次ワークショップがタイ・チェンマイで

開催され、14カ国を超える国・地域から120名を超える参加者を得て成功裡に終了し

た。詳細は、本誌に掲載予定。

所外活動(会議出席)等

2006.11.14～17 Open Science Conference on the GHG Cycle in the Northern Hemisphereにて発表(アレクサ

ンドロフNIESフェロー/ギリシャ)

Creta(ギリシャ)においてCarboEurope等が中心となって開催された本会議において、

現在開発中のCarbon Sink Archivesに関する研究発表をするとともに、欧米の陸域炭

素収支研究者とデータ統合に関して意見交換をした。

19～23 Global Taxonomy Initiative調整機構会議参加(志村主任研究員/カナダ)

国連生物多様性条約の横断的課題、世界分類学イニシアティブの実施に関する本会議

に出席。(アジア地域からは、中国および日本が代表)会議ではGTI実施の進捗を調査

するとともに、分類学を取り巻く全世界的な様々な重要課題について議論を行った。

28～29 第3回地球観測に関する政府間会合(GEO-III)に出席(藤谷地球温暖化推進事務局長・野

尻副センター長・宮崎NIESフェロー/ドイツ)

日本政府代表団の一員として、上記会合の執行委員会と総会に出席した。会場にブ

ースを設け、地球観測連携拠点(温暖化分野)の発足に関してポスターの掲示と英文

パンフレットの配布を行った。詳細は、本誌に掲載予定。

見学等
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Outcomes of the Global Carbon Project's First International

CConference on Carbon Management at Urban and Regional Levels

Shobhakar Dhakal 
Executive Director, Global Carbon Project, Tsukuba International Office

Pathways of regional development are sequences of interlinked transformations in socioeconomic processes and

institutional settings. Regional changes over time have diverse impacts, including consequences for carbon stocks

and fluxes that constrain feasible development options. Cities are complex drivers of both regional development

pathways and carbon emissions. On the one hand cities are centers of key activities (e.g. transportation) driving

changes in the carbon cycle and the climate system. They also have an ecological footprint extending to distant and

more remote places, arising from their demands for energy and material goods. On the other hand, cities are centers

of cultural opportunities and changing lifestyles that can induce transformations in consumption behavior and tech-

nological development. One of the societal challenges posed by human-induced climate change is to find ways of

reducing carbon emissions through changes in consumption and technology. 

In order to address this important topic, the Global Carbon Project (GCP) launched a flagship activity, Urban and

Regional Carbon Management (URCM), in late 2005. In line with this activity, GCP organized an international con-

ference entitled "Carbon Management at Urban and Regional Levels - Connecting Development Decisions with

Global Issues" in Mexico City from September 4 to 8, 2006, and it was deemed an overwhelming success. It was

hosted by Metropolitan Autonomous University (UAM) in Mexico City. The conference aimed to: develop compre-

hensive analysis of city/regional net emissions trajectories and their underlying drivers;  explore possible manage-

ment strategies (points of intervention) and best timing for implementation (windows of opportunity) to foster the

development of less carbon intense ("decarbonized") pathways of regional/urban development; bring UCRM activi-

ties to the attention of carbon communities; and attract participants in these communities to the UCRM agenda. To

accomplish this, the conference was divided into four themes: (1) Measurement and observations of urban and

regional emissions trajectories; (2) Patterns, variability and modeling at multiple scales; (3) Influence and develop-

ment processes on carbon emissions; and (4) Mitigation opportunities, constraints and challenges at multiple scales. 

The quality of the presentations given at the conference was quite high and met our expectations.  The abstracts

and presentations are available on the conference website (http://www.gcp-urcm.org). More importantly, we were

successful in forming a community that can work together to develop URCM further. Our success in this conference

will help us to play a leadership role in this endeavor to

drive the URCM agenda. The conference received cov-

erage from two Japanese newspapers and also some

Mexican media.

At the final session of the conference, the Global

Carbon Project was given the mandate to develop the

URCM initiative further. As urban-related carbon

issues gain momentum in scientific and policy commu-

nities, we hope to contribute particularly at the inter-

face of science and policy in a meaningful way to sup-

port carbon management at urban and regional levels.

We have already come across a number of initiatives at
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urban and regional scales that are indicating how policy and science need to work together.

The Mexico City conference has outlined the following road-map to be pursued by the URCM scientific communi-

ty over the next three to four years. 

- Initiating special issues in a journal

- Fast-tracking science papers from the conference

- Carrying out policy relevant scientific syntheses on existing knowledge of URCM

- Developing a number of key research activities, such as: 

o Developing a comprehensive protocol or framework for URCM case studies

o Comparing carbon emissions/sinks across cities and providing future scenarios

o Identifying the drivers for carbon emissions/sinks and the various combinations that shape different carbon

trajectories

o Identifying opportunities for and barriers to making carbon concerns a priority for cities

o Clarifying the role of institutions and multi-level governance for sound URCM   

- Developing an information repository on URCM

- Developing and maintaining URCM's scientific community through events and networking and organizing one

more conference in approximately 3 years

- Enhancing the communication between science and policy communities through dialogue

The GCP-URCM initiative will play a catalyzing role in this endeavor and will provide overall coordination. The

Global Carbon Project hopes to gather your support while, at the same time, provide you with the greatest possible

assistance in attaining our collective goals. We need your suggestions and guidance to develop URCM to its fullest

potential. Please feel free to contact us for further information.
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